
函館市大間原発建設差止等訴訟
第２準備書面について

平成26年10月29日

原告訴訟代理人弁護士 中野 宏典
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内容

１ 存立維持権の具体的内容

２ 福島第一原発事故による自治体存立の危機

３ 被告国に対する反論①‐法律上の争訟性

４ 被告国に対する反論②‐原告適格
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１存立維持権の具体的内容

ポイント①‐地方自治の本旨←団体自治の帰結

ポイント②‐自治体における「公有財産」の重要性

ポイント③‐自治体における「地域」の重要性

○ 地方自治体そのものが事実上廃止されるに等しいか、あるいはこ
れに準ずるほどの極めて重大な損害を被るような場合には、司法権
の対象となるのは当然（憲法§92）

○ 財産の有機的結合によって行政機能が効果的・効率的に遂行
される→他の財産や金銭によっては代替不可能（地方自治法§２
３８Ⅰ）

○ 場所的構成要素としての区域・地域（地方自治法§１の２Ⅰ）
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内容

１ 存立維持権の具体的内容

２ 福島第一原発事故による自治体存立の危機

３ 被告国に対する反論①‐法律上の争訟性

４ 被告国に対する反論②‐原告適格
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２自治体存立の危機

(1) 浪江町の状況
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福島第一原発の煙突

浪江町、請戸の浜の悲劇

原発事故による退避命令に
より、救助ができず、182名
もの犠牲者を生んだ。
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広河隆一氏撮影『新人間の戦場』より
２０１１年４月請戸の浜でこどもの遺体を運ぶ警察官
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配達されない朝刊

新聞販売店に積まれたまま、
配達されなかった3月12日の
朝刊。
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平成25年2月の調査

未だに地上線量が7.88μ㏜/h
にも達する。
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平成25年2月の調査

津島地区では、車内空間線量が
10μ㏜/hを超える地域も存在す
る。
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平成25年11月の調査

立ち入ることすらできない地域が
多数存在する。
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平成25年11月の調査

「除染」は、「移染」に過ぎない。
土はまとめられ、放射線を放出し続ける。
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止まったままの時間

福島には、事故以降、時間が
止まったままになってしまった地域
が多数存在する
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平成25年2月の調査

浪江町民が避難している仮設住
宅の様子
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平成25年2月の調査

「なみえ美容」「床屋なみえ」など、浪江の名
前を守るため、懸命に努力している
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２自治体存立の危機

(2) 南相馬市の状況
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生産人口の約3分の1が
減少した
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原発さえなければ…

相馬市の酪農家・菅野重清
さんは、妻と2人の息子を残し、
堆肥小屋の壁に「原発さえな
ければ」と書き遺して自殺した。
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２自治体存立の危機

(3) ドイツにおける自治体の出訴権

ドイツ連邦行政裁判所

ミュルハイム＝ケアリッヒ原発に関する
1998年1月14日第3次判決により
廃炉が決定
↓

大飯判決と多くの点が共通している
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マイエン市が原告となった

ミュルハイム＝ケアリッヒ訴訟では、
自治体であるマイエン市が原告
となり廃炉への途を開いた。
写真は、同市の代理人となった
ライナー・ゴイレン弁護士の同僚
であるクリンガー弁護士。
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内容

１ 存立維持権の具体的内容

２ 福島第一原発事故による自治体存立の危機

３ 被告国に対する反論①‐法律上の争訟性

４ 被告国に対する反論②‐原告適格
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３反論①΅法律上の争訟性

(1) 宝塚市パチンコ条例判決（最判H14.7.9）

当事者 自治体 → 個人 自治体 → 国

利益の性質 行政上の義務履行確保 自治体自体の存立維持

自治体の
立場

専ら行政権の行使
財産権主体の側面もあり

（「専ら」ではない）

→全く事案が異なる。
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３反論①΅法律上の争訟性

(2) 那覇市情報公開条例判決（最判H13.7.13）

国 → 那覇市

国は、「建物の所有者として有する固有の利益が侵害されたことをも
理由として本件各処分の取消しを求めている」のであるから「法律上の
争訟に当たるというべきである」

本件はまさに存立維持権と並列して、財産権侵害を理由として原発
設置許可処分の無効等を求めているのであるから、この判例に従えば、
法律上の争訟性は認められる。
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内容

１ 存立維持権の具体的内容

２ 福島第一原発事故による自治体存立の危機

３ 被告国に対する反論①‐法律上の争訟性

４ 被告国に対する反論②‐原告適格
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４反論②΅原告適格

ポイント①‐改正前炉規法か改正後炉規法か

ポイント②‐被侵害利益が重要で、侵害態様も重大

○ 改正前炉規法によって国の機関がした許可は、この法律による改
正後のそれぞれの法律の相当規定に基づいて相当の国の機関がした
許可とみなす（原子力規制委員会設置法附則§3Ⅰ）

↓したがって
根拠法令は改正後を前提とする（被告国の主張は誤り）

○ 自治体の存立維持権は、私人でいえば生命に匹敵する重要な
利益。原発事故は、これを半永久的に侵害する。

ポイント③‐もんじゅ最高裁判決

○ 個人と法人とを別異に扱う理由なし。
→ 法人と地方自治体とを別異に扱う理由なし。 31


